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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両走行時の放電量と単位放電量当たりの劣化度増分値とに基づいて車載電池の劣化度
を求める電池状態検知システムにおいて、
　車載電池を標準電池と想定して車両走行時の劣化度増分値を求める手段と、
　車載電池に固有の正極活物質密度に基づいて前記劣化度増分値を補正する手段と、
　前記補正する手段による補正後の劣化度増分値に基づいて車載電池の劣化度を求める手
段とを具備したことを特徴とする電池状態検知システム。
【請求項２】
　車載電池の車両走行時の放電深度を求める手段と、
　標準電池の放電深度と劣化度増分値との関係を温度ごとに記憶した劣化度増分値マップ
とを具備し、
　前記劣化度増分値を求める手段は、車載電池の温度および前記放電深度を前記劣化度増
分値マップに適用して劣化度増分値を求めることを特徴とする請求項１に記載の電池状態
検知システム。
【請求項３】
　放電深度と活物質密度補正係数との関係を正極活物質密度ごとに記憶した活物質密度補
正係数マップをさらに具備し、
　前記劣化度増分値を補正する手段は、車載電池の正極活物質密度および前記放電深度を
前記活物質密度補正係数マップに適用して活物質密度補正係数を求め、当該活物質密度補
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正係数、標準電池の満充電容量および車載電池の満充電容量に基づいて前記劣化度増分値
を補正することを特徴とする請求項２に記載の電池状態検知システム。
【請求項４】
　前記車載電池の劣化度を求める手段は、前記補正された劣化度増分値と放電量との積を
走行前の劣化度から減じて走行後の劣化度を求めることを特徴とする請求項１ないし３の
いずれかに記載の電池状態検知システム。
【請求項５】
　前記請求項１ないし４のいずれかに記載の電池状態検知システムを用いて車載電池の状
態を検知することを特徴とする車両。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車両およびその電池状態検知システムに係り、特に、電池の型式や仕様に固
有の正極活物質密度を考慮して、車両走行時の放電積算量および単位放電量当たりの劣化
度増分値に基づいて車両走行中の車載鉛電池の劣化度を求める車両およびその電池状態検
知システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、エンジン自動車による排ガスの削減に対応するため、エンジンの自動停止および
再始動（ISS：アイドルストップ・スタート）の機能を備えた車両が普及し、車載の鉛電
池をアイドルストップ可能な状態に保つ技術が望まれている。
【０００３】
　すなわち、ISSを搭載する自動車（車両）では、エンジン停止中のエアコン、カーステ
レオなどの負荷は全て鉛電池からの電力で賄われる。このため、従来に較べて鉛電池の深
い放電が増加し、鉛電池の充電状態が低下する傾向にある。
【０００４】
　鉛電池の出力はその充電状態に依存するため、エンジン停止中に鉛電池の充電状態が低
下すると、エンジンを始動するのに充分な出力が得られなくなり、エンジン停止後の再始
動ができなくなるおそれがある。
【０００５】
　そのため、エンジンの再始動が可能な状態を保つためには、鉛電池の充電状態（例えば
、SOC：State Of Charge）を演算（推定）してエンジン始動に必要な出力の有無を監視し
、エンジン始動に必要な出力がある場合にはアイドルストップを許可する一方、エンジン
始動に必要な出力がない場合にはアイドルストップを禁止すると共に鉛電池を充電するな
どの信号を車両側のコンピュータに送信する必要がある。
【０００６】
　また、鉛電池は充放電を繰り返すことで劣化が進み、劣化の進んだ鉛電池はさらに走行
時の残存容量が少なくなることが予想されるため、新品状態の鉛電池に比べ、エンジンを
再始動できないおそれが高くなる。従って、鉛電池の劣化度を算出して、エンジン始動に
必要な電気容量を鉛電池が保持するかを判定し、保持しない場合は交換を促す旨の信号を
車両側のコンピュータもしくはユーザ側に伝えることが望ましい。
【０００７】
　車載鉛電池の劣化判定技術として、特許文献１には、鉛電池に流れる充電電流と放電電
流とを別々に積算し、充放電収支から劣化度ないし健康状態（SOH）を算出する技術が開
示されている。しかしながら、特許文献１では鉛電池の劣化が放電深度DODおよび周囲温
度の影響を受けることが考慮されていないため、劣化度SOHを精度よく推定することがで
きない。
【０００８】
　このような技術課題に対して、特許文献２には、鉛電池の放電量と単位放電量あたりの
劣化度増分とを用いて鉛電池の放電による劣化度を算出するに際して、劣化度増分を車両
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走行時の放電深度DODおよび温度の関数として求める技術が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開2006-10601号公報
【特許文献２】特許第5338807号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　特許文献２では、劣化度増分が車両走行時の放電深度DODおよび温度の関数として求ま
るが、発明者等の実験結果によれば、劣化度増分は鉛電池の正極活物質密度にも依存し、
また同種の電池であってもサイズや容量が異なれば正極活物質密度も異なる。
【００１１】
　したがって、車載鉛電池のサイズや容量すなわち正極活物質密度の相違にかかわらず、
劣化度増分を一律に放電深度および温度の関数として計算してしまうと、依然として劣化
度SOHを精度よく推定することができない。
【００１２】
　本発明の目的は、上記の技術課題を解決し、設計・開発の工数を最小限に抑えながら、
鉛電池の劣化度増分の計算にその正極活物質密度を反映させることで劣化状態を精度よく
推定できる車両およびその電池状態検知システムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記の目的を達成するために、本発明は、車両走行時の放電量と単位放電量当たりの劣
化度増分値とに基づいて車載電池の劣化度を求める電池状態検知システムにおいて、以下
の構成を具備した点に特徴がある。
【００１４】
　(1) 車載電池を標準電池と想定して車両走行時の劣化度増分値を求める手段と、車載電
池に固有の正極活物質密度に基づいて前記劣化度増分値を補正する手段と、前記補正後の
劣化度増分値に基づいて車載電池の劣化度を求める手段とを具備した。
【００１５】
　(2) 車載電池の車両走行時の放電深度を求める手段と、標準電池の放電深度と劣化度増
分値との関係を温度ごとに記憶した劣化度増分値マップとを具備し、前記劣化度増分値を
求める手段は、車載電池の温度および前記放電深度を前記劣化度増分値マップに適用して
劣化度増分値を求めるようにした。
【００１６】
　(3) 放電深度と活物質密度補正係数との関係を正極活物質密度ごとに記憶した活物質密
度補正係数マップを具備し、前記劣化度増分値を補正する手段は、車載電池の正極活物質
密度および前記放電深度を前記活物質密度補正係数マップに適用して活物質密度補正係数
を求め、当該活物質密度補正係数、標準電池の満充電容量および車載電池の満充電容量に
基づいて前記劣化度増分値を補正するようにした。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、以下のような効果が達成される。
【００１８】
　(1) 鉛電池の劣化度を放電量と単位放電量あたりの劣化度増分とを用いて算出するにあ
たり、劣化度増分に車載電池の正極活物質密度を反映できるので、車載鉛電池の劣化度を
より精度よく算出できるようになる。
【００１９】
　(2) 鉛電池の劣化度を放電量と単位放電量あたりの劣化度増分とを用いて算出するにあ
たり、劣化度増分を車両走行時の放電深度DODおよび温度の関数として求めると共に、放
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電深度DODに鉛電池の正極活物質密度が反映されるようしたので、車載鉛電池の劣化度を
、その正極活物質密度にかかわらず精度よく算出できるようになる。
【００２０】
　(3) 放電深度DODと温度から劣化度増分を求めるマップは標準電池に関してのみ作成し
、この標準電池と正極活物質密度が異なる他のサイズ、容量の車載電池に関しては、当該
車載電池の正極活物質密度および放電深度DODから求まる補正係数を用いて標準電池にお
ける劣化度増分を補正することで求めるようにしたので、正極活物質密度の異なる鉛電池
ごとにマップを設計する工数が不要になる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明の一実施形態に係る電池状態検知システムの構成を示した機能ブロック図
である。
【図２】車載電池の放電量、放電回数、温度、満充電容量に基づいて、その劣化度SOHを
推定する機能を示したブロック図である。
【図３】劣化度増分値マップの一例を示した図である。
【図４】活物質密度補正係数マップの一例を示した図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下、図面を参照して本発明の実施の形態について詳細に説明する。図１は、本発明の
一実施形態に係る電池状態検知システム１の主要部の構成を示した機能ブロック図であり
、ここでは、ISS機能を備えて鉛電池１２を搭載するガソリンエンジン車への適用を例に
して説明する。
【００２３】
　電池状態検知システム１は、鉛電池１２の温度を測定するサーミスタ等の温度センサ２
、差動増幅回路等を有して鉛電池１２の外部端子に接続された電圧測定部３、ホール素子
等の電流センサ４および鉛電池１２の電池状態を検知するマイクロコンピュータ（以下、
マイコン）１０を主要な構成としている。
【００２４】
　鉛電池１２は、電池容器となる略角型の電槽を有しており、電槽内には合計６組の極板
群が収容されている。電槽の材質には、例えば、ポリエチレン（PE）等の高分子樹脂を用
いることができる。各極板群は複数枚の負極板および正極板がセパレータを介して積層さ
れており、セル電圧は２．０Ｖである。このため、鉛電池１２の公称電圧は１２Ｖとされ
ている。電槽の上部は、電槽の上部開口を密閉するPE等の高分子樹脂製の上蓋に接着ない
し溶着されている。上蓋には、鉛電池１２を電源として外部へ電力を供給するためのロッ
ド状正極端子および負極端子が立設されている。なお、上述した温度センサは電槽の側面
部または底面部に固定されている。
【００２５】
　鉛電池１２の正極端子は、電流センサ４を介してイグニッションスイッチ（以下、IGN
）５の中央端子に接続されている。IGN５は、中央端子とは別にOFF端子、ON/ACC端子およ
びSTART端子を有しており、中央端子とOFF，ON/ACCおよびSTARTの各端子のいずれかとは
ロータリ式に切り替え接続が可能である。
【００２６】
　START端子はエンジン始動用セルモータ（スタータ）９に接続されている。セルモータ
９は、図示しないクラッチ機構を介してエンジン８の回転軸に回転駆動力の伝達が可能で
ある。ON/ACC端子は、エアコン、ラジオ、ランプ等の補機６および一方向への電流の流れ
を許容する整流素子を含むレギュレータを介してエンジン８の回転により発電する発電機
７の一端に接続されている。すなわち、レギュレータのアノード側は発電機７の一端に、
カソード側はON/ACC端子に接続されている。
【００２７】
　エンジン８の回転軸は、図示しないクラッチ機構を介して発電機７に動力の伝達が可能
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である。このため、エンジン８が回転状態にあるときは、クラッチ機構を介して発電機７
が作動し、その発電電力が補機６や鉛電池１２に供給（充電）される。OFF端子はいずれ
にも接続されていない。
【００２８】
　電圧測定部３の出力は、マイコン１０に内蔵されたA/Dコンバータに接続されている。
また、温度センサ２および電流センサ４の出力は、マイコン１０に内蔵されたA/Dコンバ
ータにそれぞれ接続されている。このため、マイコン１０は、鉛電池１２の電圧、温度お
よび鉛電池１２に流れる電流を所定時間毎にデジタル値で取り込むことができる。なお、
マイコン１０は、I/Oを介して上位の車両制御システム１１と通信可能である。
【００２９】
　マイコン１０は、中央演算処理装置として機能するCPU、電池状態検知システム１２の
基本制御プログラムや後述するマップや数式等のプログラムデータが格納されたROM、CPU
のワークエリアとして働くとともにデータを一時的に記憶するRAM、不揮発性のEEPROM等
を含んで構成される。
【００３０】
　発電機７、セルモータ９および補機６の他端、鉛電池１２の負極端子およびマイコン１
０は、それぞれグランド（自動車のシャーシと同電位）に接続されている。なお、本実施
形態のマイコン１０は、電圧、電流および温度を所定時間毎に（例えば、電圧、電流をそ
れぞれ２ｍ秒間隔、温度を１秒間隔で）それぞれサンプリングし、サンプリング結果をRA
Mに格納する。また、電流については、放電電流と充電電流とに分けて、それぞれの積算
値を算出している。
【００３１】
　マイコン１０に実装されたCPUは、IGN５の電圧に基づいて、その端子位置を判断し、さ
らにはエンジン状態を検知する。なお、IGN５が端子位置を代表する信号を出力するタイ
プであれば、その信号または車両制御システム１１からの信号によりエンジン状態を検知
してもよい。一般に、ガソリンエンジン車やディーゼルエンジン車等の内燃機関を有する
自動車では、鉛電池から電力を供給しセルモータを回して、エンジンを始動する。
【００３２】
　CPUは、エンジン停止後、鉛電池１２の分極反応が解消する所定時間が経過すると、電
圧測定部３を介して測定した鉛電池１２の端子電圧を開回路電圧OCVとして取り込み、そ
れ以降、所定の周期でタイマ割り込みによりOCVの取り込みを繰り返し、それ以外のタイ
ミングでは、タイマのみを作動させそれ制御動作を行わない省電力モードに入る。
【００３３】
　図２は、前記マイコン１０が鉛電池１２の放電量、放電回数、温度あるいは満充電容量
等に基づいて、その劣化度SOHを推定する機能を示したブロック図であり、マイコン１０
のCPUがROMあるいはEEPROMに予め記憶されているプログラムおよび各種のデータに基づい
て動作することで実現される。
【００３４】
　放電量計算部１０１は、1走行当たりの鉛電池１２の放電量ΣIを計算する。DOD算出部
１０２は、1走行当たりの放電量ΣI、1走行当たりの放電回数nおよび鉛電池１２の満充電
容量Cを次式(1)に適用して走行時の放電深度（DOD）を算出する。
【００３５】
【数１】

【００３６】
　劣化度増分値マップ１０３には、図３に一例を示したように、標準電池（本実施形態で
は、型式が55D23の鉛電池を想定）における放電深度DODと劣化度増分値ΔSOHとの典型的
な関係が温度Tごとに予め登録されている。活物質密度補正係数マップ１０４には、図４
に一例を示したように、鉛電池における放電深度DODと活物質密度補正係数Pとの関係が正
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【００３７】
　劣化度増分値補正部１０５は、前記DOD算出部１０２が算出したDODおよび前記温度セン
サ２により計測された温度Tに対応した劣化度増分値ΔSOHを前記劣化度増分値マップ１０
３から抽出し、さらに前記DODおよび車載鉛電池１２の既知の活物質密度に対応した補正
係数Pを補正係数マップ１０４から抽出する。そして、これらを標準電池の満充電容量C0
と共に次式(2)に適用して補正後劣化度増分値ΔSOH_rを求める。
【００３８】
【数２】

【００３９】
　劣化度計算部１０６は、前記1走行当たりの放電量ΣI，前記補正後劣化度増分値ΔSOH_
rおよび走行前の劣化度SOH_M(前回)を次式(3)に適用して、車載鉛電池１２の活物質密度
が反映された車両走行後の劣化度SOH_M（今回）を計算する。
【００４０】

【数３】

【００４１】
　本実施形態によれば、鉛電池の劣化度を放電量と単位放電量あたりの劣化度増分とを用
いて算出するにあたり、劣化度増分に車載電池の正極活物質密度を反映できるので、車載
電池の劣化度をより精度よく算出できるようになる。
【００４２】
　また、本実施形態によれば、鉛電池の劣化度を放電量と単位放電量あたりの劣化度増分
とを用いて算出するにあたり、劣化度増分を車両走行時の放電深度DODおよび温度の関数
として求めるとともに、放電深度DODに車載鉛電池の正極活物質密度が反映されるので、
車載鉛電池の劣化度を、その正極活物質密度にかかわらず精度よく算出できるようになる
。
【００４３】
　さらに、本実施形態によれば、放電深度DODおよび温度から劣化度増分を求めるマップ
（劣化度増分値マップ）は標準電池に関してのみ作成し、この標準電池と正極活物質密度
が異なる他のサイズ、容量の車載電池に関しては、放電深度DODおよび正極活物質密度か
ら求まる補正係数を用いて標準電池における劣化度増分を補正することで求めるようにし
たので、正極活物質密度の異なる鉛電池ごとに予めマップを設計する工数が不要になる。
【符号の説明】
【００４４】
　１…電池状態検知システム，２…温度センサ，３…電圧測定部，４…電流センサ，５…
IGN，６…補機，７…発電機，８…エンジン，９…エンジン始動用セルモータ，１０…マ
イコン，１２…鉛電池，１０１…放電量計算部，１０２…DOD算出部，１０３…劣化度増
分値マップ，１０４…活物質密度補正係数マップ，１０５…劣化度増分値補正部，１０６
…劣化度計算部
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